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大阪府障がい者自立支援協議会　地域支援推進部会

第１回重症心身障がい児（者）等の地域生活支援方策調査検討会

「１．開会　（１）障がい福祉室長あいさつ」

○事務局　それでは定刻になりましたので、ただ今から、「大阪府障がい者自立支援協議会　地域支援推進部会　第１回重症心身障がい児（者）等の地域生活支援方策調査検討会」を開催させていただきます。

　委員の皆さま方におかれましては、ご多忙のところ、ご出席を賜りまして、誠にありがとうございます。私は、福祉部障がい福祉室地域生活支援課の岸でございます。本日の司会を務めさせていただきますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。

　それでは、開会にあたりまして、障がい福祉室長よりごあいさつを申し上げます。

○障がい福祉室長　障がい福祉室長の太田でございます。どうぞよろしくお願いします。「大阪府障がい者自立支援協議会　地域支援推進部会　第１回重症心身障がい児（者）等の地域生活支援方策調査検討会」の開催にあたりまして、一言ごあいさつ申し上げます。

　委員の皆さま方には日ごろから、大阪府の障がい福祉施策の推進に格別のご理解、ご協力をいただいております。また、非常に暑い日が続いております。このような中、お集まりいただきまして誠にありがとうございます。

　現在、大阪府におきましては、「人が人として普通に暮らせる自立支援社会づくり」の実現に向けまして、平成23年度末を計画期間といたします「第３次大阪府障がい者後期計画」に基づきまして、一丸となって障がい者施策の推進に取り組んでいるところでございます。

　国におきましては昨年の政権交代によりまして、障害者自立支援法の廃止が表明されております。大阪府の下、多くの障がい当事者の障がい者制度改革推進会議が開かれております。障がい者総合福祉法（仮称）なり、障がい者差別禁止法（仮称）の制定等に向けた検討が進んでいるところでございます。その第１次意見といたしまして、本年６月に障がい者制度改革推進のための基本的な方向として、閣議決定されたところでございます。

　わが国の障がい者を取り巻く諸制度が大きく変わろうとしているところでございます。大阪府におきましては、国の障害者総合福祉推進事業を活用いたしまして、本検討会を障がい者自立支援協議会地域支援推進部会の下に設置いたしました。重症心身障がい児（者）等の生活実態を把握し、今後の地域生活を支援する施策提言を行うための検討に、着手したところでございます。

　委員の皆さま方には、重症心身障がい児（者）の方々の地域生活支援策や生活の場の確保方策等につきまして、積極的にご議論いただきまして、国に対する提言として取りまとめていただければと、お願いする次第でございます。もう半年少しでございますが、本検討会は来年（平成23年）３月まで、９回の開催を予定しております。

　会長さんはじめ委員の皆さま方には、大変ご苦労をお掛けする形になりますが、何とぞ今の趣旨を踏まえていただきまして、取りまとめていただければと思う次第でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

○事務局　続きまして、地域支援推進部会長で本検討会の会長にご就任いただきました会長から、ごあいさつを頂戴いたしたいと存じます。

「１．開会　（２）会長あいさつ」

○会長　それではせんえつではございますが、私から少しごあいさつさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。大阪府から依頼を受けまして、重症心身障がい児の地域生活支援方策のための調査、あるいは国が挙げる提言を、これから皆さま方のご尽力で３月まで９回と、少し大変なお仕事をお願いしているところでございますが、取りまとめて報告をさせていただくことを考えたいと思っています。

　幸い、私の前の職場でございます桃山学院大学のスズキ先生（前神戸大学）が、今、スウェーデン、イギリスで他国の推進協議会の調査をしています。多分、似たような内容です。重症心身というフレームで少し異なるかも分かりませんが、スウェーデン、イギリスの社会保障の中での障がい者施策を踏まえて、機会があれば、先生にも意見を聞きながら調査結果を踏まえて、微力ではございますが、ご意見を反映できるようにさせていただきたいと思います。

　本当に、重症心身障がい児施策は施策のはざまのようなところでございます。ぜひ、このような医療のみに限らず、必要なサービス全体を行き届けるところも、当事者の方々のアンケートからくみ取りながら反映していけるように、いいものを作っていきたいと存じております。委員としては力不足の面で、皆さまにご迷惑をお掛けすることもあろうかと存じあげますが、そこは委員の方々のお力をお借りしたうえで、いいものを作り上げたいと思っているところでございます。

　そのような意味で私は、一つは、調査は調査だけに終わらせたくないという思いがございます。自立支援協議会を通じて、そのような確認、提言もそうですが、諮る限りは大阪府住民の重症心身障がい児施策に役立てられるように、自立支援協議会としても委員として、また尽力していきたいと思っております。どうぞよろしくお願いを申し上げて、あいさつとさせていただきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。

「１．開会　（３）委員紹介」

○事務局　それでは、本日ご出席をいただいております委員の皆さま方をご紹介させていただきます。

　大阪体育大学健康福祉学部健康福祉学科教授、会長です。

　大阪府岸和田子ども家庭センター地域相談課課長補佐、荒木委員です。

　大阪府健康医療部保健医療室健康づくり課母子グループ課長補佐、池田委員です。

　有限会社訪問看護ステーションみらい取締役所長、岩出委員です。

　大阪府重症心身障害児・者を支える会運営委員、上田委員です。

　社会福祉法人枚方療育園ケースワーカー、櫻井委員です。

　大阪府障がい者自立相談支援センター次長、佐々木委員です。

　特定非営利活動法人大阪府重症心身障害児者を支える会、泉佐野居宅介護事業所事業部長、三田委員です。

　河南町高齢障害福祉課長、福本委員です。

　枚方市福祉部障害福祉室課長、弓手（ゆんで）委員です。

　本日は所用のためご欠席されていますが、大阪府肢体不自由児者父母の会連合会会長上野委員と、社団法人大阪府医師会理事中尾委員にも、審議にご参画していただくこととなっております。

　それではここで、資料の確認をさせていただきます。本日お配りしております資料は、次第、資料１から資料７まで、順番に読み上げさせていただきます。

　資料１、医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）等に地域生活支援方策に係る調査研究事業（案）。

　資料２、調査客体・調査方法について（案）

　資料３、重症心身障がい児（者）生活実態調査票（案）

　資料４、医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）福祉サービス利用状況調査票（案）

　資料５、医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）訪問看護サービス利用状況調査（案）

　資料６、医療的ケアが必要な重症心身障がい者ケアホーム利用調査票（案）

　資料７、施設入所者状況調査票（案）

　それぞれにインデックスを付けさせていただいております。資料の中で欠落しているものはございませんか。

　それでは以降の進行につきましては、会長にお願いしたいと存じます。よろしくお願いいたします。

「２．議事　（１）今後の検討の進め方について」

○会長　それでは、進行を務めさせていただきます。議題１として、この検討会での「今後の検討の進め方について」でございます。事務局からご説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。

○事務局　大阪府福祉部障がい福祉室地域生活支援課の小森と申します。よろしくお願いします。着席して説明させていただきます。

　それでは、１点目の今後の検討の進め方ですが、資料１（インデックス１）をご覧ください。初めにこの事業の目的です。

　医療技術が進歩する一方で訪問看護や居宅介護、短期入所、重症心身障がい児施設などの医療福祉保健サービスの不足から、１点目はＮＩＣＵ（(Neonatal Intensive Care Unit：新生児集中治療室）等の受け入れが非常に困難な状況になっていること。

　２点目といたしまして、在宅での看護、介護が保護者に支えられている状況にあります。特に重症の方についても、ご家庭で保護者の方が看護、介護されている関係で、保護者のレスパイトが非常に強く求められています。

　３点目といたしまして、大阪府内には５カ所の重症心身障がい児がありますが、入所状況を見ますと、いわゆる年齢超過にあたる障がい者の方々が約９割を占めている状況にございます。このような年齢超過の方々の地域移行を進める必要があるのではないかという一つの視点です。

　もう１点は、なかなか入れない障がい児の入所ニーズへの対応が求められていることから、今回の事業につきましては、国が全額補助する予定の「障害者総合福祉推進事業費補助金」を受けて、実施するものでございます。平成22年度中に、大阪府内における重症心身障がい児（者）の方々の生活実態や福祉等サービスの利用状況・課題などを調査・分析のうえで、今後、これらの方々が地域で安心して生活を送るためにどのような施策が必要なのか、必要な支援策を検討いただいたうえで、大阪府として国に提言していくことを目的としております。

　具体的な事業の内容につきましては、一つはアンケート調査を実施する予定でございます。まず、本年10月１日現在で生活実態等の把握を目的に、①のア）在宅の医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）等の約２千名を対象にしています。また、イ）障がい福祉サービス事業所等は約３千300事業所に上りますが対象にしています。次のページになりますが、ウ）重症心身障がい児の施設に入所されている年齢超過児、いわゆる障がい者に当たられる方が約558名在籍されていますが、これらの方々を対象に、アンケートを実施させていただきたいと考えています。

　なお、アンケートにつきましては、本年９月末にはそれぞれの調査対象のところに配布させていただいて、アンケートを実施したうえで、在宅の重症心身障がい児（者）ならびに障がい福祉サービス事業所につきましては、めどとしまして10月20日ごろを回答期限として、原則無記名で大阪府へ郵送により送っていただいて、回収すると考えております。また、施設入所者につきましては、施設での取りまとめに少々時間を要するので、11月19日ごろを回答期限として、大阪府への回答をお願いしたいと考えております。

　また、エ）ＮＩＣＵ等医療機関に入院する障がい児の実態につきましては、大阪府健康医療部の協力も得たうえで、提供いただくこととしております。

　また、アンケートの結果に併せて、障がい福祉サービス事業所等に対して、ヒアリングも実施したいと考えております。時期的には11月をめどにこれらの調査結果を分析したいと考えております。

　次に、分析結果をベースに、地域生活の維持・継続や施設支援を含めた生活の場の確保のための課題整理を、平成23年１月中旬にかけて実施していただきます。その後３月末にかけて、地域生活支援策や生活の場の確保方策、あるいは地域移行支援策、マンパワー養成策の内容について検討を行っていただいたうえで、その結果をまとめさせていただいて、国への提言を行いたいと考えております。よろしくお願いしたいと思います。

　以上が今後の検討の進め方についてのご説明です。

○会長　はい。ありがとうございます。これも福祉事業の趣旨と目的と大まかな進ちょく状況も含めて、ご説明いただきました。それについて何かご質問等があれば、お伺いしたいと思います。いかがでしょうか。

○委員　調査は業者委託されるのですか。

○事務局　調査の集計については業者委託等を検討しておりますが、どの事業者にお願いするか、具体的には今後の検討になると思います。

○会長　ということでございます。よろしいでしょうか。はい。一応、計画としては、業者等を予定しているということでございます。ほかにはどうでしょう。外枠ですから、中身でご意見をいただいてもいいかなと思うのですが。いいですか。

　続きまして議題２として、「調査客体・調査方法について」事務局から説明をお願いします。

「２．議事　（２）調査客体・調査方法について」

○事務局　次に、資料２の調査客体・調査方法について（案）に基づいてご説明させていただきます。調査客体・調査方法について、アンケートごとに記載しております。

　まず、ア）在宅の医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）等につきましては、その対象者を実は大阪府として行政データとして掌握しておりません。このため事務局として、いろいろな手法を考えました。

　やはり、当事者団体で本日ご出席いただいている「大阪重症心身障害児・者を支える会」さん、ならびに「大阪府肢体不自由者父母の会連合会」のご協力を得て、調査票をできるだけ数多く配布させていただきたいとお願いしています。それぞれの団体さんからは、ご協力をいただけるというお返事をちょうだいしております。それぞれ障がい当事者団体を通してお配りさせていただいたうえで、回収につきましては、記入されたご家族等が直接大阪府へ郵送していただくということです。大阪府でも個人情報の保護の観点が常に議論されていますが、そのような意味合いで個人情報の保護を行う形で、今回、調査をさせていただきたいということです。

　調査対象につきましては、身体障害者手帳及び療育手帳の両方をお持ちで、身体障害者手帳については等級が１級、２級で、併せて療育手帳の等級がＡの方ということです。ただ、いろいろとお話をお伺いしていく中で、身体障害者手帳は持っているが療育手帳はお持ちではないケースが多分にあると聞かせていただいております。一応、原則としてこのような形で調査対象をしぼらせていますが、いわゆる医療的ケアが必要な会員さんの方々に対して、両団体を通じて調査票をお配りいただけたらと考えています。

　これが在宅の重症心身障がい児（者）の客体と調査方法になります。調査予定人員として約２千名と記載させていただいていますが、１千台になると思われます。

　次に、イ）障がい福祉サービス事業所等につきましては、調査対象について、いわゆる医療的ケアが必要な障がい児（者）の方々が、利用されているであろう事業所ということです。

　一つには訪問系サービス事業所として、訪問看護ステーションが大阪府内500カ所です。そして、居宅介護あるいは重度訪問看護等の事業所が２千300カ所。それと重度障がい者等包括支援事業所は現在７カ所しかないのですが、これも含めまして、訪問系サービス事業所を対象にしたいと考えています。

　２点目が、当然のこととして、日中はどちらかに所属されていると思われるので、日中活動系サービス事業所といたしまして生活介護事業所400カ所。子どもさんについては、児童デイサービス事業所にも通っておられるということで80カ所。現在、大阪府内には11カ所あるのですが、重症心身障がい児（者）の方々の通園事業を国庫補助事業という位置付けで実施されているところを対象にさせていただいています。

　施設系サービスの事業所といたしまして、親御さんのレスパイト等に効果があるということで、短期入所事業所が現在200カ所ございます。それと、重症心身障がい児施設の５カ所を対象にしています。

　別途、住まいの場ということで、居宅系サービス事業所でケアホームを対象とさせていただきました。実はケアホームにつきましては、現在、予備調査として、実際にケアホームで医療的ケアが必要な障がい者の方々を受け入れているホームを調査中でございます。それが９月中旬に集計されますので、現実に医療的ケアが必要な障がい者の方々が住んでおられるケアホームを対象にして、今回はおよそ100カ所を挙げているのですが、アンケート調査をさせていただきます。

　これはすべて調査方法といたしましては、大阪府から各事業所に調査票を郵送配布させていただいて、回答後、郵送で回収をさせていただく予定にしています。

　ウ）の重症心身障がい児施設に入所されている年齢超過の障がい者の方々につきましては、大阪府で所管しております三つの施設、社会福祉法人枚方療育園さん、社会福祉法人重症心身障害児施設、四天王寺和らぎ苑さん、富田林市にございます社会福祉法人大阪府障害者福祉事業団、重症心身障害児施設すくよかさんに入所されている18歳以上の大阪府民の方々を対象に、大阪府からそれぞれの施設に調査票をお送りさせていただきます。同時に、回答フォーマットを送付させていただいて、施設で直接支援にあたっている支援者の方に入力いただいて、大阪府に提出いただく形で、調査をしたいと考えています。

　以上が調査客体・調査方法の説明でございます。

○会長　はい、ありがとうございます。今、資料２の説明をいただきました。これでいいのかとか、ここはどうなっているのかなど、ご意見を賜ればありがたいと思います。いかがでしょうか。

○委員　在宅ケアが必要な重症心身障がい児（者）の方が、追加対象として身体障害者手帳と療育手帳を要するという説明があったときに、在宅で療育手帳を取っておられない方がいるとおっしゃっていました。この場合での身体障害手帳の１級、２級はもともと２種の定義付けをしている中で、肢体不自由が主体となっているかと思います。

　実際にそうなりますと、あとの問題のほうが大きいので、あまり大きな問題にはならないかもしれませんが、ここは明確にしていたほうが視覚障がいや聴覚障がいが見えなくなります。あわてて調査方法について、大阪重症心身障害児・者を支える会さんと大阪府肢体不自由者父母の会連合会さんが扱っておられる調査ですが、大阪府内の支援学校も含めて、そのようなところの親御さんなどに配布して、広く登録できないものか。難しい話と聞いていますが、予定では２種の方が２千名ということであれば、数として上がっていくかという思いもあります。

　やってみないと分からないのですが、医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の方を調査の対象としてピンポイントで選ぶとしたら、２千名はものすごい数ではないかなと思います。これは仕方がないことですが、全国の支援学校に入学している生徒が11万人で、その中で医療的ケアが必要な方が７千人です。それから考えると、もちろん対象であるのでしょうが、大阪府内で支える会にしても連合会にしても、大阪府が調査票を渡すことにしたら、ある程度把握されているので、医療的ケアが必要ではないと分かっていて渡すとしたら、対象者はかなり数が少ないのではないかと思います。

　逆にいえば、不特定の一定のところで調査票を広く配布して、その中で調査票の項目で医療的ケアが必要でないとか、障がいをある程度把握できる設問があれば、そのたくさんの数の中から対象者をピックアップすることも可能かとも思うのです。やってみないと分からないこともあるでしょうが、かなり数的に厳しい部分になってしまうのではないかと思います。

○会長　ありがとうございました。委員から２点ありました。１級、２級といってもいろいろな身体、心臓も内臓も含めてあるので、しっかりと明記したほうがいいのではないかということですか。

○事務局　はい、何でしたら「身体障がい（肢体不自由）」という表示で整理させていただけたらと思います。

○会長　それについてはどのようにお考えですか。先ほどいただいた意見では、ここは広く網をかけてピンポイントで狙うと回収が減るのではないかと、できるだけ広く網をかけて回収したらどうかというご意見です。支援学校に通っている方にも配って、そこから拾い上げるのもいいのではないかということです。

○委員　客体そのものが実際にどれくらいいらっしゃるのか分からない中で、今回の実態調査そのものは有意義なもので、今までやらなかったものでこれもあれもと注文を挙げさせてもらったら、大阪府もこのようにやるのかとなると聞いています。これはやるとなれば非常に効果があり、国に提言をするとしても、もし医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の方の実態調査が採れるとしたら、提案、提言はもちろんかかわった者の主観が入ってきますが、実態調査そのものは、あとあといろいろな意味で取り上げられるもので有意義だと思います。

　そのような意味ではやってみないと分からないですが、ぜひとも調査票を数多く、意味の大きいものにぜひしたいという思いで、アンケート調査の対象者を広く確保できる方法について考えていただければと思います。

○会長　できるだけ。確かに実態調査は重症心身障がい児（者）といわれながら、実態を把握しているところはなかなか少ないようで、分からないようです。今回、このような形でやる以上できるだけ実態を把握したい。ついては、広く網をかけられるようなことを考えられないかというご提案をいただきました。それについてどうでしょうか。

○委員　学校関係はわれわれがやるよりも当事者がとなっていますので、学校は学校でされるのがいいと思います。

○会長　なるほど。ほかはどうですか。

○委員　支える会さんと父母の会連合会さんを使って調査をするということですが、そこに参加されていない方も当然いらっしゃるだどうと思いますので、いいと思います。

○会長　ただ、苦しいところはコストの問題と制度も違うので、どのようにしようかというところがあろうかと思うのですが、どうですか。

○事務局　ご意見ありがとうございます。当初、どのように約２千という数字を出したかというと、小児科学会で重症心身障がい児の対人口比約0.03％という推計値を出しておられます。大阪府の人口ですと約２千650人という数字が挙がってきます。

　あくまでも推計ですが、重症心身障がい児施設が現在５カ所定員690名でほぼ満杯状況になっています。そしてＮＩＣＵ等病院に入院されている子どもさんが約500名は少なくてもいらっしゃるであろう。２千650名から690名と500名を引くと約１千500名になりますが、そのような形で数字をはじき出しています。少し膨らませて２千名にしていますが、だいたい１千500名が推計値と思われます。

　ではこれをどのようにして、それぞれを捕捉していくかというと、なかなか難しい問題がございます。われわれ事務局としましては、それぞれ当事者の親御さん、さまざまな場面で会員さんではないがご相談にのっておられるという話も聞かせていただいています。例えば、学校の現場に行きますと卒業された親御さんがまだ在籍されている親御さんとつながりがある等々のお話もあります。できましたら団体さんを通じて、確実に医療的ケアが必要な子どもさん、もしくは者の方々に調査票をお配りしていただけたらと思います。

　実は支援学校の関係では支援学校に依頼となりますと、行政内部の事情ですが非常に手続きが難しい関係がございます。時間もかかりますので、事務局としては先ほどご説明させていただいたような形で、当事者の方々のご努力とご協力をちょうだいできたらと考えています。

○会長　なかなか大変なようですが、印象としてはやはり数はできるだけほしいという文言がございました。それですべてがうまくいくわけではないと思いますが。

○委員　難しいのは今おっしゃったように手続き上の話ですが、われわれでは。それで、支援学校のあとの事業所等についての費用も学費もないですね。問題は数が少ないときにどれだけの調査の結果に意味合いが出てくるのか。数が少なくなればなるほど、大阪府は広いですから、どこかの市町村でやるのとは違うので、調査そのものの有効性が問われることになるので、強制ではないですが協力していただきながらということでお願いしたい。

○会長　そうですね。どうですか、そのあたりは。

○委員　つながりの部分もあるのはあるのですが、固まった地域になってしまいますし、いろいろ難しいと思います。

○会長　一つは「児」の実態が漏れ落ちる可能性が高いということになります。

○委員　結果を今から言うのはおかしいし、やってみないと分からないことがあります。大阪府内で数がかなり少ない、例えば、１千件にも満たない状況にもしなったときに、やったことだし、その結果によってアンケートをくみ取るということなら、それはそれでいいのですが。とにかく、逆に地域を限定してその地域の市内の調査とか、それならかなり向き合ってやるとかなら結果も納得がいくと思います。結果の有効性があると思います。

　大阪府内に広げたうえで出てきた部分が果たしてどうなのか、ランダムな形では当然ある程度偏って、出てきた調査は結果的には会員のみになる。　

○事務局　統計的にやっているわけではないので。

○会長　完成度の問題もあるのですが、この数字で発揮し得るものとしては一定の有効性を持つと思っています。ただ偏りです。年齢層がかなり偏っているので、どうしましょう。

○委員　この数が出たので、重症心身障がい児（者）の方のご相談をいただいたのは療育手帳という形で来られています。どちらかというと入所後のニーズで来られる場合が多いです。そのような方はかなり年齢的に高い、実際に長い間、親御さんが在宅で支援していたが、親御さんの年齢が上がってきて在宅での支援が難しいのでというご相談です。そういう意味では　若干年齢的に偏るのは仕方がないのかな。

○会長　統計をお取りになっていますね。

○委員　障がい種別という形では取っています。今、手元に持っているのは昨年度（平成21年度）は１千件くらいの相談はお受けしているのですが、それが入所のご相談なのか、今は自立支援本部の数が圧倒的に多いので、具体的な医療に関する相談なのか、入所後のニーズなのか、申し訳ないですが手元にはないです。

○会長　まだ案件もありますが、このようなレスパイトということになれば、学齢期の保護者の方の意識も拾い上げていきたいという思いはあります。その保護の部分は先ほど委員がおっしゃったみたいに、地域を特定するとなると、それは少し無理かと思っています。その中でどのようにしたらいいか、その意味では今の報告でいくと、年齢の高い方のニーズの調査になってくるかと思います。

　今現在、通っていらっしゃる重症心身障がい児の、これは出てこない可能性がありますね。そうであっても、そのような実態をつかまえるのは今回初めてなので、そのようなところをまずあぶり出すところから、始めざるを得ないのかなと思っています。できるだけそのような趣旨を踏まえて、何とか事務局とご相談させていただいて、可能な限りさせていただくことで、最悪でもこの方法で取りあえずはする。できるだけ網を広くかけるような体制で、可能ならば、この段階ではこのような形で、少しお預かりさせていただきたいと思います。

○委員　よろしいですか。今のお話は年齢的ニーズが高いのではないか、学齢期が漏れ落ちるのではないかというご懸念と理解しました。事務局も医療機関等々に対してこのスケジュールでは厳しいということです。たまたま平成19年度、平成20年度、平成21年度とそれぞれにＮＩＣＵや小児病棟などに長期入院されているお子さんの調査をしています。

　あるいはわれわれが大阪府内に持っています14の保健所の母子チームが、５年前と比較しまして、倍程度に在宅の医療的ケアが必要なお子さんのフォローをする件数が増えております。今は450件くらいになっていまして、５年前から実数ベースで倍増しています。その報告は挙げてもらっていますので、既存のデータでよろしければ、提供させていただきたいと思います。そのような意味合いで、ここにいるのかと思っています。

　ただ、あとでご説明があるかと思いますが、まったく同じ調査票でもって、一から調査ということになりますと非常に厳しいので、そこをご容赦いただけるのでしたら、私どもの持っているデータは提供させていただきます。それは、むしろ大人というよりも新生児、乳幼児から20歳までのお子さんというところです。

○会長　そうですか。ありがたい話です。問題は今日学校へ行っている子がスポッと抜けることですね。就学前が多いわけですものね。

○委員　そうですね。多いですが、保健所は18歳くらいまでケアしていますので、学齢期のお子さんも入っているとご理解いただいて結構かと思います。資料が手元にないのですが、多分年齢も採っていると思います。

○会長　そうですか。それはありがたいです。もし、そこでできるのであれば、フォローできるかと思います。ありがとうございます。ぜひ、またデータのところもからんでくるかと思います。はい、ありがとうございました。ご協力をいただきながら、推定値だけではなく、より実際に近い形でまとめさせていただければと思います。

　それでは、案件の１、２は終わりまして、議題３「調査内容について」ご意見を伺いたいと思います。まずは「調査内容について」事務局から説明をお願いします。

「２．議事　（３）調査内容について」

○事務局　それでは、調査票としましては、５種類ございます。資料３の重症心身障がい児（者）の生活実態調査票（案）からご説明させていただきます。インデックス３にあたります。基本的に重症心身障がい児（者）の生活実態ということで平成22年11月１日時点の状況を基本的にお答えいただくということです。

　障がい児（者）本人の基礎的な情報につきましては、問１から市町村名、性別、年齢、病名、手帳所持の状況、次のページで障がい程度区分をお聞きしております。

　問７、問８、問９につきましては、それぞれ家族構成、主たる介護にどなたがあたっておられるか、また介護の年数、ご自宅で何年何カ月くらい従事されているかということを基本的な情報として、お伺いしようと考えています。

　次の医療的ケアの内容について、設問を設けております。問10として医療的ケアの内容と具体的な頻度、１日あたりどの程度医療的ケアが実施されているか。

　問11として、介護者がお疲れになった場合、代替される方がいらっしゃるかどうか、そのような介護者の代替性の状況もお伺いする予定です。

　問12として、日中の居場所です。

　問13として、実際のサービスの利用状況と、併せて本来なら希望されていたニーズ量を問14で聞かせていただいています。

　問15として、子どもさんもしくは障がい者の方が安心して地域で生活していくために、どのようなサービス、システムがあれば安心ですかということで、優先順位を付けて該当するものに丸を付けていただく形で、ここで今後のニーズ量について把握したいと考えております。

　次のインデックス４が福祉サービス事業者に対する医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の方の利用状況調査票（案）をまとめております。これにつきましても回答基準日としては平成22年10月１日現在で、利用状況については９月中の利用状況をお答えいただくという基本的なスタンスで書かせていただいております。また、対象年齢については、いわゆる介護保険の対象となる65歳以上の方を除いて、65歳未満の方を調査対象としてお答えいただく形にしております。

　質問項目としては事業所の基礎的な情報として、事業種別、運営主体、続きまして事業所の職員体制、どのような職員体制で実施されているのかという内容を聞かせていただきます。

　同時に、問５で全体的なサービスの契約者数、障がい児と障がい者の方々が何名いらっしゃるか。

　問６と問７で、特に医療的ケアが必要な障がい児の方々のサービス利用が可能なのか、対象とされていないのか、ここでサービス提供の可否等について聞かせてもらう予定にしています。

　提供可能な場合は問８で、提供可能な医療的ケアの内容はどのような内容を実際上、事業所で提供されているのか。その年齢別の利用者数や、利用されている医療的ケアが必要な障がい児（者）の病名と手帳の所持状況、障がい程度区分と、問13で提供しているサービスの内容と延べ利用者数を記入いただくこととしています。

　問14として、それぞれ事業者のほうで、一つには医療的ケアを対象として、医療的ケアを必要な障がい児（者）の方々が、利用している事業所にとっての課題はいったいどのようなものなのか。

　問15として、医療的ケアが必要な障がい児（者）の方々を対象としていない事業所について、なぜ対象とされていないのか、その理由を聞かせていただく。

　併せて問16として、すべての事業所に対して、医療的ケアが必要な障がい児（者）の方々にとって、どのような点を改善する必要があると考えていますかと、事業者に対して聞かせていただく予定にしています。

　次に、資料５として、　訪問看護ステーションを対象にした利用状況調査です。先ほど申し上げました事業者のアンケート調査とほぼ同内容ですが、特にサービスの関係で事前にご意見をちょうだいしていますのが、利用している医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の病名については、お一人でかなり複数の病名をお持ちの方がいらっしゃるということです。

　実は先週金曜日に、医師会のご推薦をいただいた委員とご相談をさせていただいて、病名を体系的に整理できる方法を考えるとのご返事をいただきました。場合によっては、訪問看護ステーションを対象とした調査票と併せて、他の調査票におきましても、病名について表現を変える可能性がございます。あらかじめご了解をいただきたいと思います。あと、訪問看護ステーションについては、障がいサービス事業者と同一の設問にさせていただいているところです。

　資料６については、現にケアホームを医療的ケアが必要な障がい児（者）が利用されているケースを対象に調査をするもので、ケアホームの基礎的な情報としましては、運営主体なり職員体制を聞かせていただくことになっています。他の調査内容と違うのは問５と問７です。医療的ケアが必要な障がい者の方々の生活保護の受給状況を聞かせていただく予定をしています。それ以外については、他の障がい福祉サービス、訪問看護ステーション事業所と同様の設問項目とさせていただいています。

　最後に、資料７としまして施設入所者の年齢超過児、18歳以上の障がい者の方を対象とした調査票になります。これについては10月１日現在で、基本的には施設職員の方にご本人等のご意思を確認いただいたうえで、記入いただくということです。調査項目は本人の基礎的な情報として、性別、年齢等々、障害者手帳の所持状況、医療的ケアの内容なり頻度を聞かせていただきます。

　同時に、ご本人の支援計画ということで、個別支援計画の中に地域移行に向けた支援内容があるかどうか、その有無をまず聞かせていただきます。ある場合には、本人や家族のご意向があって地域移行を明記されたのかどうか、具体的に地域移行に向けた支援内容については、問11から順次、内容をお伺いする形にしています。それと支援計画の中に地域移行が明記されていない方々について、どのように評価するかはご本人の希望、ご家族の希望、支援者としてどのように見ているのか、それぞれ聞かせていただく予定をしています。

　最終的に問16で、支援者の方に重症心身障がい児施設に入所されている障がい者の方々が、地域で生活するためにはどのようなサービスやシステムが必要と思われるのか、該当するものすべてに丸を付けてくださいという形で、支援者の評価を書き込んでいただくという形にしています。

　時間の関係で非常に雑ぱくな説明になって申し訳ないのですが、以上が調査票の概略でございます。

○会長　ありがとうございます。資料３から資料７までの説明をいただきました。事前に見ていただいていると思いますが、今までのところでは病名の取り扱いについて、特に資料３とケアホームに入居されている方と施設入居者の方の病名は、普通は一つしかないのですが、ほかのところは七つ八つあるということでございます。病名がたくさんある可能性もありますので、表記の仕方についてしかるべき病名にするべきか、あるいは一定のところで病名をしぼり込むのか、このあたりは大阪府医師会の委員に検討いただいています。必要があればここを変えさせていただく予定ということで、全体的なやり直しのところで事務局からご説明があったところです。

　それ以外で、地域移行の件は先ほど説明がありました。事業所のところで目を通していただいて、訪問看護は、事業者の方で気付かれたこととか、事業所、当事者の考えを書いてということについて、ご意見を伺いたいのですが、いかがでしょうか。

○委員　これは時間のない中、事務局の方が作ってくださってありがたいと思います。特に今回の目的であります重症心身障がい児（者）の方の生活実態調査が一番大きい部分ととらえています。その実態調査の中で、重症心身障がい児（者）対象として、これに病名というのは障がいの存在証明みたいなものを指しているのか、医療的ケアが必要な方をいて、その医療的ケアに関しての病名なのかというとらえ方が、僕自身、使い方がぎこちないかなと迷いがありました。

　もう一つは重症心身障がい児（者）の中に、重度の知的障がいのある方が沈黙してしまうと思います。そうすると、どうしてもご本人が意思をきちんと示すことが難しいだろうとすると、もともと今回の医療的ケアそのものが誰にでもやっていいものではなく、在宅医療そのものが医療かという問題も含まれているわけです。

　そこで、親御さん等のご家族が大きく担っておられて、ほとんどの親御さん、特にお母さんが担っておられるので、実は本人さんの生活実態は、親御さんの生活実態に大きく左右されているところがあると思います。例えば評価をするときに、ここの中でも設問でレスパイトについて聞いていますが、本人さんの医療的ケアの内容を聞けば、それにかかわっている人たちである程度できるということも、もちろんあります。

　しかし、ご本人たちが言うのですが、例えば医療的ケアを担っている方が何かでケアをできない場合の、触っていいケアを依頼されているのが、それ以外は全部「ある」ということが前提になっています。「ない」ということも必要ではないかと思います。

　「ない」とはどういうことか、ということもありますが、現実に私が親御さんから聞いているのは冗談も含まれていますが、「私は病気もできないし、死ねないのよ」とおっしゃる方がいらっしゃいます。本当に親御さんが入院しても本人が途中で一緒に入院して、ご自身がケアをしたり、ヘルパーさんに来ていただいてやっていただいたりというケースもあります。それくらい代わりの人がいないということだと思います。

　「ない」と書くのもおかしな話ではあるのですが、それに類する回答もいるのかと思います。また、そのような設問の考え方ではなくて、親御さんの困難さにも少し着目した設問を設けてはどうかと思うのです。

○会長　なるほど。はい。その趣旨は問11の８ですね。ほかに変わりの方がいない場合とあります。

○委員　これだと医療的ケアを受けている方が対象ですね。あとは結果、どのように相談できるのかということがありますが。
○会長　このあたりはどうですか。

○委員　それはおっしゃるとおりです。
○会長　そうですか。代わりの方がいないということ、先生のところはご承知ですか。病院も同じですよね。

○委員　実質、代わりはいないということです。ご家族、特に母親に比重がかかっているのは誰もが認知しているところです。

○会長　それは先生のところでおやりになった、あるいは。

○委員　項目全部を覚えていませんが、定量評価と出しているかは別として必ず出てきます。課題として出てきます。

○委員　結局、その代わりに使い勝手のいい使えるサービスなり施設がないので、抱え込んで疲弊していくレスパイトをどうするのかということは、常に議論であります。

○委員　ぜひとも、私の組織ではこのように思うのです。介護に苦しまれている親御さんなどは代わりがいないということを、最初に言いたいと思っていらっしゃると思います。この調査があるとしたら、親御さんは少なくともそれが設問の中で回答できるものが一つ、わざわざそれを回答したいというわけではありませんが、項目としているのではないかなと思います。

○委員　実は制度としては、メニューはいろいろある。でも、いざとなったときに実はないというのが、多分あぶり出される可能性があって、そこは何をどうしたらいいのだろうということなのでしょう。

○委員　実際にあとのほうで、「自治体のどのようなサービスやシステムがあれば安心ですか」という設問があり、順位まで付けて見やすくしていただいていると思います。これにつきましても、例えば医療的ケアに関していえば、訪問ヘルプサービスの場合に医療的ケアが訪問ヘルプサービスの中に含まれているのかどうかということで、やってくれるのならここは丸を付けたい。医療的ケアをやってくれるかどうかという話もここには見えないのです。そのように思ってやっているところがあるということです。

　これも含めて実際に代わりがいないことは明確にして、必要なサービスに関しては全部隠れているのです。問13の「どのようなサービスを必要とされているか」の中で仮説の話ですが、居宅介護だとか重度訪問看護を使っておられますが、実際には医療的ケアがこの中でされているとしたら、やっているところがあるからやれているが、ずっとではないです。

　言ってもきりがないので、まとまらないのですが、夜間30分に一回吸引とか、１時間一回吸引とかいっても、その時間だけぽんとヘルパーさんが来てそっと入ってくるとか、インターホンを鳴らして入ってくるとか、どちらにしても微妙な問題があって、簡単にはできません。そうなると親御さんに寝てもらおうと思えば、夜中にずっと付いていなければならない。

　そうすると見守り介護が前提になる。見守り介護は重度訪問看護だけです。もっといえば、大阪府下で重度訪問看護を実際にやっている事業所の数はあまり多くないです。大阪市内は特別に多いですが、大阪府下ではおそらく少ないと思います。それがなければ重度訪問看護でずっと付いていることもできないとか、いろいろな問題がここにもあると思います。前もって実態を明らかにする、ほんの少しでも親御さんに代わる介護者がいないということが一番にくるのではないかと思います。仮説ですので、実際にやってみないと分からない部分ではあります。

○会長　なるほどね。ここはかなり大変な作業になると思っています。一つは代替ということですが、事務局はどうですか。

○事務局　まず一点、代わりの方がいないと、一応その趣旨に添う形で支える会から事前にいただいていましたので、問11で回答８を入れさせてもらっています。この表現ではまだ不十分ということなので、例えば、代わりの方がいないので無理をして行っているか、代われる方がいないという形で整理します。

○委員　はっきりしたほうが、いいですね。

○事務局　そうですね。

○会長　そのほうがいいですね。では、そこはそれで項目を新たに修正するということでよろしいでしょうか。あとは中身については、検討会の流れで拾っていこうと思っています。ここまでやってしまうと膨大な量になってしまいますので。
○委員　せっかくの大事な機会ですから、項目は面倒でもやはり内容の濃いものを入れていただきたいと思います。
○会長　そうなるとホームヘルパーなどの場合に、それぞれ項目で作っていく形になるので。
○委員　そうですね。でも、この検討会の目的の中に、マンパワーの養成、確保のあり方とあります。それを拾っていくとしたら、このような項目は盛り込んだほうがいいのではないかと思います。ホームヘルパーとか訪問看護について満足していますかという、実態が出てくるようなものであってほしいです。

○会長　なるほど。

○委員　例えば、ホームヘルパーさんの医療的ケアについて問うアンケートなので、医療的ケアをやってくださるヘルパーさんを使っていらっしゃるのか、一切そこは手を出さないヘルパーさんを利用されているのかで、負担は大きく違ってくるのではないかと思います。

○会長　ここは実際のサービス事業の利用希望を記入してくださいというところなので。

○委員　問13に出ているのですが、実際の利用状況とか回数とか時間の計画だけではなく、医療的ケアとわざわざうたっているのであるならば、ケアをやってくれているか、くれていないかという点も盛り込んでほしいです。

○委員　問15でできないですかね。問13は問13で、取りあえず利用している状況だけを淡々と聞くということです。ここの中で聞くのはしんどいので、例えば、意外と使われていないものが出てきたとすれば、問15でその課題をあぶり出すのかなと思うのです。むしろ問15でわりと個別支援みたいなものを、書いているところがあるので書かないで、短期入所、訪問看護、訪問ヘルプサービスというカテゴリーを課題と思うところに丸をしてもらって、具体的に何が足りないのかということを、項目ごとに具体的に入れたらどうですか。ややこしいですか。

○会長　順序だけではなくてね。

○委員　多分、問10の「その他具体的に」とあるものを、その他はその他でもいいけれども、それぞれの項目で、例えば、訪問ヘルプサービスという項目のところに丸をしてもらって、でも本番は医療的ケアをやってもらえないかとか。
○委員　それだけではなくて、15番の設問の中に書いて、10番までくると、その下の「その他、心配なことを書いてください」ということを、全般に１個だけではなくてという。

○委員　あるいは割り切って、ここは「何が１番使いたい部分に使いきれない」という項目だけ丸をすることにして、具体的にはご面倒だけれども、書いてもらうのがいいのかもしれないですね。

○会長　テクニカルの面では１番から15番の順位の横に、それぞれ課題をかいていただくのが分かりやすいのは分かりやすい。

○委員　何が不足していると思っていることが、見えてくるかもしれません。

○委員　多分、書くときにそのような流れのほうが答えやすいかもしれませんね。

○委員　訪問看護の回数が不満とか。

○委員　私が思いますのが、問13にいろいろな項目があるのですが、皆さんは少なくとも専門家でいらっしゃいます。今この場にいらっしゃる方も専門家で、それぞれ重度障がい者等包括支援の内容まで詳しくご存じですが、当事者の方はそれほど理解されていないこともあります。

　正直に言って私も身内が近くにおりますので、高齢の者がこれをすべて読んで、実際に自分が利用しているのがどれなのか分からないこともあるかと思います。

○会長　でも、受給者証は見せますから。受給者証を見てお分かりいただけるかとは思うのです。何をしているのか、どれに書いたらいいのかとなると非常につらいところがあります。これを全部はしんどいかなと思います。付けるとすれば内容についてぽんと付けるくらいしか。

○事務局　事務局としましては、必ず受給者証で利用できる事業内容と時間数等が記載されていますから、それでこの区分でいけるだろうと徹底させていただいています。

○会長　問題は量的にとらえるほうと質です。先ほどおっしゃっていただいたように、サービスはあるが実感として使いにくい、何がどう使いにくいのか、具体的にどうするかということだろうと思います。

　問題は書いていただけるかどうか、今までもいろいろな調査をするのですが、自由記述になるとぐっとおちるのです。どんどん有効な判定ができないくらい下がりました。そこから一定の数がないと統計ができないものですから、回答欄ではご苦労をおかけするのですが、お願いをしていただければ統計の意味合いはより強くなると思っております。

○委員　先ほどおっしゃったとおり、ここに答えが出ているみたいな文言なのです。例えば、短期入所に関しても「あなたは短期入所を利用したことがありますか、ないですか」という問い掛けが必要であって、「なぜ利用しないのか」という項目があって、それは「医療的ケアをしてもらえないから利用するところがないのです」という実態を取り上げてほしいのです。

　ここに書いてあるお答えのように、医療的ケアに対応できる事業所が近くにあれば誰だって利用します。利用しますがそれができない実態なのです。それとこのように会議などに出てこられない実態があります。お母さん方は必死で家で介護なさっていますから、どこにも出掛けられないという実態なので、このアンケートによってその声を拾い上げてくれると思ったら、一生懸命に書くと思います。そのようにお願いをしていこうと、私たちも思っています。だからより内容の濃いものにしていただきたいなと思います。

○会長　そのあたり、自由記述が増えることになりますが。

○委員　おっしゃったように、自由記述になると、忙しいし文字になると多分書かないと思います。やはりそうなると一つ一つ項目は増えるのですが、選択制にして感覚的にぱっと丸をしていけるようにしてあげたほうが、回答する方には親切だろうと思います。

○委員　幸いこれには裏が。必要なサービスとはどのような意味なのか迷われる方がいらっしゃると思います。医療的ケアなのか、ヘルパーさんの質なのか、これでは回答できないです。先ほど言われたように、こちらの白いところを使って記入していただけるように。

○会長　そのあたりは少し工夫させていただいて、問15のところで、どのように使い勝手が悪いのかあるいはどのような課題があるのかを拾う形で、いろいろな選択肢で採るのか、自由記述で採るのか、テクニカルがあるのですが、検討させていただきたいと思います。どうですか、選択肢。私が今までやった中で自由記述にするとぐっとおちるのですが。

○委員　そうだと思います。文字を読んで書いてくださいというのは、回答される方にとっても非常に不親切です。例えば１個１個、短期入所事業、訪問看護という中で、ある程度の課題をいくつか推測できるのであれば、３択などで並べておいて、それも、これもという形で、事業所の数もないとか、見てくれないとか、多分重複で出てくると思います。理想は五つくらい課題を書いて、丸をしてもらうのが見てもらいやすいという気がします。その推測ができるかどうか。

○委員　いろいろとご意見を伺いながら。

○会長　本当に自由記述でうまく拾いたいと思うのですが、皆さんは忙しいので。

○委員　口では言っていただけるのですが。

○会長　せっかく書いていただいたものが、統計的に意味がなければ載せられないのです。そこは統計的に工夫をさせていただいて、何とか困ったところをあぶり出せるように、忙しい中でできるだけ書いていただきやすいように、事務局と工夫させていただきますので、時間をいただけますでしょうか。

　では、資料３についてはこれで。

○委員　もう１点だけ、よろしいでしょうか。医師会は来られていないのですが、数年前から医師会の中でこのような検討会を立ち上げられています。ずっとされている中で、もちろん福祉の制度としては短期入所事業があって、医療機関型の短期入所もある程度はあるのですが、医療機関側というか医師会側からすると、医療機関でのレスパイト入院を正式に認めてくれという提言、要望を相当強くされてきた経過もあります。

　これは重複する部分かもしれないですが、医療機関でのレスパイト入院を項目的に入れていただきたいのです。それが結果として短期入所の単価がぐっと上がって、これで使えるとなるとハッピーなのですが。

○会長　分かりました。ありがとうございます。

○委員　ささいなことですが、下から２行目。療育手帳、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳のところです。身体障がい者と精神障がい者の場合はこれでいいのですが、療育の場合はこれでは駄目かなと思うのですが。Ａ、Ｂ１、Ｂ２でという。

○事務局　そうですね。Ａ、Ｂ１、Ｂ２という表示をします。

○委員　Ｂ１、Ｂ２はいらっしゃらないと思いますが。

○事務局　ああ、そうですね。

○会長　え、Ａ１、Ａ２。

○委員　いや、基本的にはＡです。

○会長　資料３についてはＡ。定義としてはＡで定義しているので。

○委員　これは意味があるのか。

○委員　そうですね。ないですが、ひょっとしてＡ、Ｂ１、Ｂ２ですかね。いらっしゃるかも分からないですから。

○委員　制度的にはある。

○事務局　Ｂ１の方はいらっしゃると聞いています。それは確認します。

○会長　では、また確認させていただいてその変更を問15に追加をさせていただくということです。それと自由記述を採りやすいように、もう少し設問を当事者の課題をあぶり出せるように考えたい。あとの文言については事務局に出していただきたい。資料３はそれくらいでよろしゅうございますか。

　それから、資料４はサービスですが、いかがでしょうか。

○委員　会長、この部分は例えば、調べようと思えば大阪府が持っていらっしゃると思うのですが、重度訪問介護の事業の指定申請を受けておられる事業所はあると思います。それだけで図れるのかもしれないですが、実際に重度訪問介護のサービスを提供しているのかを、単純に思うのです。ある程度分かっているのであれば必要がないことかもしれないですが。

　医療的ケアを必要な方がサポートを受けるときに、日中のサポートのときにするのであれば身体介護で入っている方も同じことですが、夜間のサポートのときには重度訪問介護でないと、長時間そこにいることが難しいのです。先ほども言いましたように、夜中に途中から訪ねて行くのがほとんどできないのです。

　親御さんも一緒に起こさないといけないし、中には勝手に鍵で中に入っている方もありますが、それは夜中には不安でしようがないので。重度訪問介護をやっているかいないかで、決まってしまうので、そのへんは見えるのかなと思うのですが。どのようなことで見えるのかなということがあったものですから。それで重度訪問介護の実際の定量を、あるかないかくらいは聞けないかなと思っています。

○会長　つまり、重度訪問介護で夜間の対応をされているかどうかですね。それをどこかに入れていただければということですか。

○委員　あえて重度訪問介護という必要はないですが、夜間に対応している。

○会長　夜間に対応している。そのあたり、事務局はどうですか。

○事務局　もともとの発想は通常、居宅介護と重度訪問介護は、ほぼ同じ形で指定を受けています。居宅介護の指定を受けると同時に重度訪問介護もお受けいただいています。ただ、重度訪問介護の実績は確かに非常に落ちます。重度訪問介護は長時間ヘルパーさんがご自宅にとどまるという形は、あまり実績としては上がっていないのは事務局としてもつかんでいます。

　今回の調査については一つの事業所が二つ、居宅介護も重度訪問介護も指定を受けていただいていたら、それぞれについて回答いただくという考え方です。Ａという法人が居宅介護の指定も受けているし、重度訪問看護の指定も受けていますということであれば、それぞれ丸を付けていただいて重度訪問介護の指定事業者として、お答えいただく形になります。回答としては、夜間に派遣をしている云々は、出てはこないです。ただ、延べ利用者数も出てこないですか。

○委員　事業所によって、何をするかとかしないとかありますから。
○会長　あります。大阪市内は多いですね。

○委員　医療的ケアが必要な身体介護の報酬が低いと言う方があるのです。身体介護の報酬が低いというと、身体介護よりも半分以下でやっている重度訪問介護の報酬は低すぎます。そこで医療的なケアをある程度の形として、やっているところもありますので、そのへんはかなり違うのです。

○会長　枚方市、河南町は状況的にはどうですか。

○委員　河南町は重度訪問介護の例がないです。

○委員　事業所がないということですか。

○委員　そうですね。

○会長　もうサービスは受けられないということですか。

○委員　該当される方もおられないですし。

○委員　該当される方がおられないのは、事業所がないからではないですか。

○委員　該当者自身がいないです。

○会長　河南町はないですか。

○委員　今現在、該当者はおられますが、利用はありません。
○会長　その方はどうされているのですか。身体介護を全部。

○委員　家族の方で。
○会長　まあ、いいですが、枚方市はどうですか。

○委員　私はあまり詳しくないので、代理で詳しい者を連れてきています。分かりますか。

○枚方市　よろしいですか。

○会長　はい、言ってください。

○枚方市　枚方市の重度訪問介護の方が３人から10人弱の籍があります。当然24時間態勢になっています。やはり家族の方が主です。ただ、医療的な行為をやっているかどうかは、別の課題。

○会長　どれくらい見るのですか。

○枚方市　かなり重篤な方、80歳の方もいますので、日によっては24時間に近いかもしれません。

○会長　月にしたら700時間。

○枚方市　もありますね。例えば、重篤な方が中心となって。

○委員　仮に24時間として。

○会長　その日によってね。

○委員　日によってね。

○枚方市　はい。月に700時間というわけではないです。そのような方も実態としては。

○会長　いらっしゃいますよね。官のかかわりというのはどうなのでしょう。

○委員　親御さんの状態に戻りますが、親御さんの一番困難な状態は、それこそ30分とか１時間おきにたんを取らないといけないのが大変で、眠れないし慢性的な睡眠薬を飲みながらでも、やっていらっしゃるので。
○会長　制度的な問題になりますので、検討していただいても、そのあたりになると。訪問看護はどうですか。

○委員　訪問看護も医療的ケアという部分なら、訪問看護は無料になるのですが、実際問題、先ほど年齢の話も出ていましたが、大阪府の無料の対象にしても、協議会の中で０歳児とかは、医療的ケアになるとぐっと引いてしまいまって、受け入れられない施設が多いということが結構あります。本当に大きくなった子どもたちのお母さんはフル回転で頑張っていらっしゃるのが現状です。

　私も枚方市ですが、ヘルパーさんは誰も医療的ケアはしてくれてないので、本当に私たちが行ける範囲でしかできないし、最終提言の医療保険は週３回しか使えないので。
○会長　なるほどね。ううん。時間も押してきましたので、事務局と調整させていただきます。
○岩出委員　医療的ケアをどこまで介護職の方がやってくださるのかということが、一番知りたいのではないでしょうか。夜間ももちろん大事だが、医療的ケアができないから、結局、医療的ケアを必要なお子さんのところにヘルパーさんが行っても、「おむつ交換しかできなくて吸引はできないから、ヘルパーさんに来てもらっても、私は楽にならないねん」とお母さんが言われる状態です。そこをできるヘルパーさんが来れば、もっと訪問看護を増やすよりも、お母さんたちが楽になっていくのかと思います。

○会長　そのあたり事業所のニーズ、事業所に対して。

○事務局　事業所ですね。

○会長　事業所に対してのアンケート調査だから。

○委員　出口のない話で恐縮です。例えば、設問８の「提供可能な医療的ケアの内容は何ですか」という例ですが、この話の前提は事業所がそのようなサービスをやりますよということです。やっていることが前提ですが、実際にはヘルパーさんがいて、ヘルパーさんとの利用者サイドとの承諾書や念書などを交わすとしても、ヘルパーさん自身と相手さんとの個人のレベルです。

　指導を受けるのもヘルパーさん自身が受けて帰ってくるという形で、ヘルパーさんに対してだけなのです。事業所がかかえていますが、もしそのヘルパーがお辞めになったり行けなくなったりしたら、また別の人を同じような手順で行ってもらう形になります。そうすると、事業所がヘルパーさんをかかえているので、事業所がやっているように思いますが、実際の利用者さんとの信頼関係はヘルパーに限定されています。

　うちはやっていますよと言っても、ヘルパーさんが辞めたあとで行けなくなってしまいます。信頼関係が失われたらそれで終わりというところがあるので、事業所としてはそう簡単には、やりますよということはないので、設問に答えるのは難しいと思います。実際としてはそのような状態があります。

○会長　なるほど。

○事務局　夜間の問題ですが、例えば、問６の利用は可能と。その可能な時間帯はいくつかの時間を設定して、どれに当てはまりますかと、現状を聞くのはできます。

○会長　問６の「医療的ケアを必要な方のサービスの利用は可能ですか」で「利用は可能」といているわけですが、ここのところの設問を工夫していただいて、夜間の検討は可能かということを項目として加えていただく。おっしゃるように、適切に対応できていないこともあるので、そのへんを含めてあぶり出せるような項目を考えていきたいと思います。よろしくお願いいたします。ここはそれでよろしいでしょうか。

　資料５について、あればお伺いしたいと思います。
　ケアホームのところはいいですか。

○委員　実際に自分のところがかかわっているのはケアホームの形態を取っていないので、ケアホームではやれないというか、こちらも難しい。
○会長　実際には、これはあまりないだろう。

○事務局　あまりないと思います。

○委員　これから活躍できるようなものに、ぜひなっていただきたいです。

○会長　これはまた何かご意見があれば、事務局までお寄せいただければと思います。

　それから、施設入所についてはすでに委員に見てただいていますので、また皆さんのご意見を本当は反映させたいのですが、残りの時間もございますので、あとは事務局にお寄せいただこうと思っています。

　一応、これで調査内容についての変更は終わったわけでございます。あとで気付くということも、間々あろうかと思いますので、あとは申し訳ないですが、事務局と私のほうにご一任いただけますでしょうか。よろしゅうございますか。では、一任いただいたということで、趣旨を踏まえて見直して、皆さんに提供させていただきますので、よろしくお願いいたします。

　それでは内容は終わって、２部の「その他」に移ります。その他は事務局で何かありますか。

「２．議事　（４）その他」

○事務局　今、会長さまから、会長さま及び事務局へご一任いただけると、皆さまにご了解いただけたところですが、10月１日からの調査なので、できましたら各委員の皆さまからのご意見につきましては、９月10日金曜日午前中をめどに、ご連絡をいただければ幸いかと存じます。９月10日金曜日午前中をめどに地域生活支援課まで、メールでもお電話でも結構ですので、ご意見をいただければ幸いです。

○委員　申し訳ないですが、13日に会議がありまして、14日にしていただけませんでしょうか。

○事務局　13日の会議は午前でしょうか、午後でしょうか。

○委員　午前、午後も両方です。

○事務局　それでは、９月13日月曜日午後３時くらいを、めどということでお願いいたします。

○会長　皆さまお忙しい形ばかりで大変ではございますが、次回の日程を決めさせていただきたいと思います。できましたら、11月12日午後２時でいかがかと思いますが、ご予定はいかがでしょうか。それぞれの委員に確認をしていただいてよろしゅうございますか。

（全員の了解を得て、）
○会長　ありがとうございます。あと、上野委員は。

○事務局　はい、事務局からお願いさせていただきます。

○会長　中尾委員も特に質問があるので、次回はよろしくお願いします。

　それでは、だいたい了解のとおりでございます。次回は11月12日に開催したいと思います。

　それでは、一応ここで私の役割は終えましたので、あとは事務局でお願いします。

「３．閉会」

○事務局　本日は、長時間にわたりご審議をいただきまして、誠にありがとうございました。次回の検討会は11月12日金曜日14時からということで、追って正式に場所等も皆さまにご連絡をさせていただきたいと思います。

　また、会長さまと私どもにご委任いただきました調査アンケートにつきましても、また具体的に配布に至る前に、皆さまにお送りさせていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

　 本日はこれで閉会とさせていただきます。どうもありがとうございました。 

（終了）
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